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社会が問題を正しく認識することによるイノベーション 

「シェア・イシュー」によるイノベーション促進の可能性i

 

近畿大学 経営学部 商学科 廣田章光 

                  

１． はじめに 

環境汚染、貧困、食料、教育など世界が抱える問題は多い。一企業や一個人では解決が

難しい、社会の欠陥や矛盾から生じる課題を本研究では社会課題と呼ぶ。そして社会課題

は複数の解決可能な水準の「問題」によって構成されると考えるii。 

社会課題は誰が原因か何が原因か特定することが難しく、解決の糸口が見つかりにくい

特徴がある。このような特徴の背景には、社会全体で正しく問題が共有されていないため、

問題の解決が社会全体で進まない課題が存在する（廣田・水越・西川 2014）。我が国では

社会問題解決は 1990 年代以降行き詰まりをみせている（谷本 2008,経済産業省 2008）。

このような複雑かつ広域横断的な社会課題に対してのイノベーションのあり方を考察する

ことが本研究の目的となる。 

イノベーションの実現には正しい問題を発見する行動と、正しい解決を創造する行動が

必要である（Norman 1993,2013）。イノベーション研究の多くは正しい解決の行動に注目し

てきた（Clark and Fujimoto 1992 他）。本研究はイノベーションにおける正しい問題の発

見に注目し考察をする。そしてソーシャル・イノベーション実現に向けて社会が正しく問

題を共有する行動の重要性を指摘する。本研究では社会が正しく問題を共有することを「シ

ェア・イシュー（Share Issue）」と呼ぶ。そしてシェア・イシューの実現のためには協働

体験の場が有効であることを示す。 

 

２． 複雑、不透明な社会課題の問題解決 

2.1. コレクティブ・インパクト（Collective Impact）と連携（コラボレーション）のタ

イプ 

社会課題は社会システムの構成要素に横断的に課題が存在し、特定の組織や個人では解

決に限界が存在する場合が多い（廣田・水越・西川 2014）。例えば地球温暖化の問題は個

人がエネルギー消費量を減らす努力や消費を減らす努力をすることはできるが、それ以外

にエネルギーを生成、供給する国家の方針や企業がどのようなエネルギー供給を採用する

かの問題にも関連する。そのため国、行政、企業、集団、個人など個々の行動だけでは成

果をあげられない場合が存在する（谷本 2008,経済産業省 2008）。一方、地球の温暖化が

進展することについて、国、行政、企業、集団、個人など個々単位の理解が、その後の社

会全体の活動に影響を与えるはずである。社会課題は個々の単位の社会構成要素における

未解決な境界や対話が阻まれた対象に対してイノベーションが必要である（Phills, 

Deiglmeier and Miller 2008）。問題の解決には問題を解決可能な水準で定義する必要が

ある（安西 1985 ）。しかしこのような状況では、問題がどこに存在し、何が問題であるか

を明確に特定することが難しい。そのため、多くの社会課題は個別の組織あるいは個人が
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解決活動に取り組む。そのため解決に限界があり、効果的な問題解決ができない場合があ

る。そのため複数の単位が連携して問題に取り組む解決が求められる。ある問題に対して

複数の単位が連携して解決する方法として、5つのタイプが存在する（Kania and Kramaer 

2011）。第 1 に、同じ社会課題に関心のある出資者による連携（Funder Collaborative）。

第 2 に、官民連携(Public-Private Partnerships)。第 3に多様な事業関与者（ステークフ

ォルダー）連携(Multi-Stakeholder Initiatives) 、第 4 に Social Sector Networks（社

会組織間連携）、第 5に自律的集団連携（Collective Impact Initiatives）（以下、コレ

クティブ・インパクト）である。一部の社会課題は、問題が明確であり解決の見通しも存

在する。そのような社会課題は、｢どのように（明かな）問題を解決するのか｣という解決

方法に焦点があてられる（Kania and Kramaer 2011）。しかしそのようタイプとは異なる社

会課題も存在する。問題が不明確であり、解決の見通しを見出すことが難しい社会課題で

ある。そのようなタイプの社会課題に有効な連携方式が、「コレクティブ・インパクト

（Collective Impact）」（Kania and Kramaer 2011）である。コレクティブ・インパクト

は、多様な小規模組織や個人が連携し、高度かつ長期的な解決を実現するアプローチであ

る。社会組織間連携との違いは、コレクティブ・インパクトでは組織化されてない小規模

な集団や個人が自律的にかつ有機的に結びつき、問題の発見と解決を行うところに違いが

ある。つまり既存の社会に存在する組織だけでは、問題が不明確な社会課題の解決には限

界がある（Kania and Kramaer 2011, 廣田・水越・西川 2014）。そしてその限界を克服す

るには、既存組織を横断した部分的な組織構成要素の組合せ、あるいは社会構成単位であ

る個人あるいは個人の組合せによる問題発見、解決を行うと言う視点を提供した。コレク

ティブ・インパクトを実現する、既存組織を横断する組合せや、小集団や個人の組合せの

ためには、組織化されてない小集団、個人を連携させるための工夫が必要となる。その解

決として小集団、個人の活動を連携させるために次の 5つの活動を示している。（Kania and 

Kramaer 2011） 

5つの特徴とは、ビジョンの共有（Common Agenda）、活動評価の共有（Shared Measurement 

Systems）、集団相互を強化する活動（Mutually Reinforcing Activities）継続的なコミュ

ニケーション（Continuous Communication）、活動全体を支える組織（Backbone Support 

Organizations）をあげている。その後のコレクティブ・インパクトに関する研究について

は、その重要性を認めつつ、5 つの特徴の実践上の課題についての指摘とその解決に焦点

があてられている。 

そもそも小規模集団、個人が自律的に有機的に結びつくのは、何らかのきっかけがなけ

ればならないはずである。 

 

2.2 コレクティブ・インパクト実現の課題 

コレクティブ・インパクトの実現には、自律的に連携する小規模集団、個人の存在が必

要となる。そして、連携には、従来とは異なる小規模集団、個人の組合せが必要となる。

そのため、従来、自身がその社会課題に関与できるとは思ってもいなかった小規模集団、

個人における社会課題の存在と理解が自律的集団連携の実現の前段階として必要となると

考えられる。そしてその前段階には、少なくとも次の 2 つが必要となると考えられる。 
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第 1 に、ある社会課題に対して、社会の多様な組織、小規模集団、個人が気づくことで

ある。この広がりが社会において大きいほど、多様かつ従来の枠組みを超えた組合せの可

能性が高まる。そのことによって従来の問題解決とは異なる解決が創造される可能性も高

まると考えられる。第 2 に、誰が、小規模集団や個人など多様な単位が、正しく社会課題

を理解することが必要となる。 

第 1 の問題は、少なくとも社会に当該の社会課題が存在することを認識することが必要

となる。そしてその社会課題に対して自身でも部分的に関与し、解決に貢献できる可能性

を見出す機会を創造することが必要となる。第 2 の問題は、第 1 の問題において関与可能

性を認識した小規模集団、個人が問題を正しく理解することがコレクティブ・インパクト

の実現につながる。 

コレクティブ・インパクトの実現には、その前段階において、その社会課題への関与者

の多様性について社会的広がりを確保すること、そして関与者が問題を正しく理解するこ

とに注目する必要がある。 

次に、この 2 つの問題に注目しその解決を通じてコレクティブ・インパクトの実現につ

ながる要件を考察する。 

 

３．我が国の認知症の実態とその解決 

内閣府の調査では、2012 年には認知症高齢者（65 歳以上）の数は 462 万人とされ、7

名に 1 人（15％）が認知症の状態にある。そして、2025 年には 65 歳以上の中で認知症の

状態になると予想される人は約 750 万人、65 歳以上人口の 5 名に 1 人（20％）になると

予想されるiii。 

また、海外でも 2015 年には約 5000 万人の認知症の状態にある人々が存在した。そして

今毎年 1000 万人ずつ増加し、2030 年には 8,200 万人、2050 年には 1 億 5,200 万人に増

加すると予測されているiv。 

我が国の多くのその解決の特徴は、認知症介護は患者を社会から隔離させることである。

具体的には施設や自宅といった閉鎖空間によって社会との接触を最小化する介護スタイル

である。社会から隔離してしまえば社会全体には大きな問題にならない。そのため、有効

な方法にみえる。しかし、認知症の状態にある方やその家族、施設スタッフだけで問題を

解決することになる。そのためそれらの人々への負担は大きい。特定の人々だけによる解

決は方法も限られる。従来の社会から隔離する方式だけでは、増え続ける認知症の状態に

ある人々への対応には、限界がある。さらに社会から隔離する方式は、認知症の状態にあ

る人々に対して、社会から閉鎖された空間での生活を強いる。そのため、人間として行動

することを抑制することになる。 

 

４． ｢注文をまちがえる料理店｣v 

4.1 調査の概要 

「注文をまちがえる料理店」は、認知症の状態にある人々がホールスタッフとして働くレ

ストランである。一般社団法人「注文をまちがえる料理店」実行委員会（代表理事 和田

行男氏）が主宰する。認知症の状態にある人々が社会の多様な人々との協働を通じて活き
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活きと活動する。そして同時に社会全体が認知症の状態にある人々を理解する場である。

その優れた活動が評価され 2018 年日本マーケティング大賞奨励賞はじめ国内外の多くの

賞を受賞している。「注文をまちがえる料理店」の誕生から運営の実態を調査するため、発

案者の 1 人である小国士朗氏へのインタビュー、公開資料をもとに調査を実施した。 

 

4.2 先端的認知症介護 

放送局制作ディレクターだった小国士朗氏は、ある番組の制作において出会ったのが認

知症介護のプロフェッショナルであった和田行男氏（現在、代表理事）だった。和田氏は

「認知症になっても、最後まで自分らしく生きていく姿を支える」ことを目指して 30 年に

わたり介護サービスを実践してきた。そのため自分らしく生きるために「社会に開かれた

介護」にむけた先端的な活動を行ってきた。多くの場合、認知症介護は施設や自宅で行う。

そのため、働く場の提供など一般社会で活躍できる環境が提供されることは限られている。

しかし和田氏の施設では、彼ら（彼女ら）の主体性を活かす介護を実現している。例えば、

その日の認知症の状態にある人々自らが料理の食材を、施設近隣の店舗で購入するなどの

活動をする。そのような活動を通じて、認知症の状態にあっても 1人ひとりが考えて行動

できる介護、つまりその人の人間性を活かした介護を実施している。 

グループホームでは認知症の状態にある人々が共働して家事を行う。ある日、小国氏は

当初の昼食メニューと実際に料理して出てきた料理が異なる体験をする。しかし当日のメ

ニューとは異なる料理をまちがって調理したにもかかわらず、皆楽しそうに料理を食べて

いる。そこで二つのことに気づいた。一つは、料理がまちがっていることにこだわってい

る自身への恥ずかしさ。もう 1つは、社会の中では全てのまちがえをその場で指摘、正す

のではなく、受け入れてもよいまちがいがあってもよい。まちがえを受け入れる行動から、

まちがえた方も、まちがえられた方も、得られる体験があるのではなかとの気づきである。

認知症の状態にある人々は和田氏の介護方針によって、人間らしい活き活きとした姿を取

り戻していたのである。それは社会に存在するまちがいをしてはいけないという常識が、

認知症の状態にある人々の社会との共生を妨げていることにもつながる。この和田氏の介

護の考え方が「注文をまちがえる料理店」の実現につながる。 

 

4.3「注文をまちがえる料理店vi」 

注文をまちがえる料理店は、認知症の状態にある方々がホールスタッフを務めるイベン

ト型のレストランである。料理は著名レストラン、外食サービス企業が工夫を凝らしたメ

ニューを考案し、調理し提供する。料理は一流の味が提供される。レストランとしての料

理のおいしさ、安全、安心といったクオリティは高い水準を維持し、認知症の状態にある

人々が注文をとり、配膳を行う。さらにホールスタッフを務める認知症の状態にある人々

に謝礼金が支払われる。レストラン運営にはノウハウが必要である。場所、資金の確保も

必要である。実現のために必要とリストアップされた資源は、デザイン、海外展開、IT、

お金集め（資金調達）、認知症の知識、介護のスキル、料理・レストラン運営の７つだった

（小国 2017）。その際、業務能力だけでなく次の 2 つの思考を持つ人物を探すことにした。

1 つは、この企画を「100％面白がってくれる人」。この企画に対して不謹慎と思う人は多
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い。しかし、それだけでは社会における認知症の問題は閉ざされたままである。思考も行

動も進まない。そこで「注文をまちがえる料理店」の企画の社会的意義も含めて「面白い」

と共感してくれる人に参加してもらうことにした。もう 1 つは「自分の利益を捨てられる

人」である（小国 2017）。 

このレストランは、認知症の状態にある人々と、調理、店舗運営、介護など様々な分野

のプロフェッショナルとが一体となって実現した。2017 年 6 月 3 日、4 日の 2 日間のプレ

オープンでは 80 名が来店した。プレオープンでは「注文をまちがえる料理店」のコンセプ

トを具体化すること、そして社会にどのように受け入れられるかが確認された。このプレ

オープンでの得た知見を元に運営方式の修正を行った。そして、2017 年 9 月 16 日～18 日

の 3 日間東京六本木にオープンした。台風が接近する悪天候にもかかわらず、3 日間に 300

名が来店した。 

 

4.4 認知症の状態の人々の理解を促進するための 2 つのルール 

「注文をまちがえる料理店」は単に認知症の状態にある人々をホールスタッフとして働

いてもらうだけで成立しているわけではない。認知症の状態にある人々と、認知症に対し

て充分な理解をもっていない人々が共生しながら、来店者（顧客）からお金を頂く「レス

トラン」として成立させなければならない。これらのことを実現するためには、何を確実

に実現するかを設定し実行する必要がある。企画の具体化に向けて決められた 2つのルー

ルがある。第 1 に、レストランとしてクオリティにこだわること。第 2 に、わざとまちが

えるような仕掛けはやらないことである。まちがえることは目的でないからである。 

第１の「レストランとしてのクオリティ」とは、認知症の状態にある人々によって注文

とは異なる料理が提供されたとしても、料理が美味しい、他のサービスや雰囲気がよけれ

ば、顧客はまちがえたことも楽しめる、許せる気持が生まれる。そして認知症の状態にあ

る人々の言動を理解する余裕が生まれる。 

第２の「わざとまちがえるような仕掛けはやらない」とは、「注文をまちがえる料理店」

に来店する顧客の期待は「注文をまちがえる」体験に集まりがちである。それは「まちが

える」ことを期待し、そこだけに注目が集まる可能性があった。そのため顧客の期待に応

えるとすれば、極端に言えば常にまちがえる状況になることが、顧客の満足を高めると判

断してしまう可能性がある。そこで「注文をまちがえる料理店」では、「わざとまちがえる

ような仕掛けはやらない」ことが方針とされた。そのきっかけは、実行委員会のミーティ

ングにおける、奥様が認知症の状態にある方の発言である。「妻にとって、まちがえるとい

うことは、とてもつらいことなんですよね」（小国 2017）。この発言が、実行委員会のメン

バーが認知症の状態にある人々を深く理解することにつながった。そしてこのレストラン

では、認知症の状態にある人々が一生懸命、活き活きと働くこと、その結果、まちがって

しまった場合に、来店客に許していただくことが実践された。 

 

4.5 社会への広がりと持続するための仕組み 

プレオープンがはじまると実行委員会メンバーの 1 人がその様子を Facebook に投稿し

た。また、実行委員会メンバーからの「注文をまちがえる料理店」のプレオープンを実施
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することを聞き、様子を見に来た医療ジャーナリストの記事が Yahoo!Japan に掲載された。

さらに招待客が投稿した twitter はあっと言う間に Yahoo!Japan のリアルタイム検索

（twitter）の 1 位になった。翌日からは SNS の反応をみた国内そして海外（20 ヶ国以上）

のテレビ局、新聞各社から取材依頼が相次いだ。 

「注文をまちがえる料理店」では、モデルとして仕組みと効果を示す役割と、そのモデ

ルを広く社会に普及する２つの役割を組み込んでいる。そのため、「注文をまちがえる料理

店」実行委員会では、本オープンにむけての準備と併行し、他の地域で実施要望があった

場合に応えることができるよう仕組みを用意していた。「注文をまちがえる料理店」を実現

するためのハードウェア、そして運用ソフトウェアを提供できるよう準備した。そのきっ

かけは、プレオープンの後、小国氏が町田市役所の高齢者福祉担当社と会う機会を得たこ

とによる。行政、NPO法人、企業、住民が連携して高齢者福祉に取り組む様子を聞き、「注

文をまちがえるカフェ」が実現に向けて動き出した。そして「注文をまちがえる料理店」

の本オープン終了後 6日目の 2017年 9 月 24 日「注文をまちがえるカフェ」がオープンし

た。その後、「注文をまちがえる料理店 at とらや工房」（静岡県御殿場市）などをはじめ、

京都、大阪、広島、沖縄などで地域の企業や団体、行政などが主体となって「注文をまち

がえる料理店」が日本各地に広がった。そして 2019 年 3 月 4 日には厚生労働省庁内食堂

で「注文をまちがえる料理店 at 厚生労働省」が実現したvii。当日は根本匠厚生労働大臣

（当時）や自民党の厚生労働部会長（当時）も顧客として参加した。認知症の状態にある

人々とその関係者だけの閉じた社会から、中央官庁を含めた社会に広く認知症の状態にあ

る人々と協働をする機会が広がっていったのである。 

 

５.考察  

5.1 デザインのダブルダイヤモンド 

イノベーションの実現には、正しい問題の理解と正しい問題解決の 2 つの行動が必要で

ある。（Design Council 2004, Norman2013）。問題が社会に知られているがそのこの観点か

ら見ると、コレクティブ・インパクト（Kania and Kramaer 2011）は、問題を従来の組織

には存在しない小集団や個人の多様な組合せによって問題を正しく理解できる可能性が高

まり、理解した問題に対して従来とは異なる視点で解決できる可能性のある効果的な枠組

みと言える。 

近年、技術革新、環境の不透明性の高まりから問題解決だけのマーケティングに加えて、

問題発見を組み込んだマーケティングの必要性（Kotler and 高岡 2016)に関する指摘があ

る。従来の問題解決に注目した研究では、問題が明らかである前提となっている。そのた

め、問題発見を視野に入れた場合においても、問題解決の行動の前には、問題発見の行動

が必要であるとの前提に立つ。問題発見の行動と問題解決の行動は分離し、問題発見の行

動は問題解決の行動に先行する前提となっている。 

さらに顧客から解決を求められる問題は正しい問題であるとは限らない。そのため正

しく問題を理解することがイノベーションの実現に必要となる（Norman 2013）。同時に問

題を解決するためには、問題を解決可能な水準で表現する必要となる（安西 1985、鈴木

2016）。そのためにはどのような問題がどのように存在しているかを理解する必要があ
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る。この問題理解が問題解決において一番難しいプロセスである（安西 1985）。問題が理

解されなければ問題を適切に表現できない。そこで現時点の自身の状況理解の程度によっ

て、(可能な水準で)問題を表現しその上で解いてみると、表現が充分でない、あるいは正

しくない部分が明らかになり、直面している状況の理解が進んでしまう（安西 1985）。 

 

図表 1 デザインのダブルダイヤモンド 

 

出所：Design Council（2004）,Norman（2013） 

 

5.2 認知症の問題を社会全体で共有する 

認知症という言葉は日本人の多くが知っている。しかし認知症という言葉を知っている

だけで「何となく理解している」と思ってしまい、そこから先に進まない場合が多い（小

国氏インタビュー）。事実、言葉は知っていても認知症の状態にある人に直接接したいこと

がない人も多い。多くの人々の理解は報道等の情報に基づく場合が多い。そのため認知症

の人々が１人ひとり異なること、そしてそれぞれの人々がどのような状況にあるかを、正

しく理解している人々は多くはない。その理由は、社会に対して閉ざして問題を解決して

いることにある。そのため認知症の状態にある人々がどのような人々でどのような状態に

あるかについては広く社会で共有されることはない。認知症の状態にある人々が今後、増

加するとなると現在の問題解決方法には限界がある。そのため、問題を家族、施設以外で

も解決を図る必要がある。しかし社会に問題を広げるには、言葉を知っている人々に加え

て、認知症の状態にある人々が 1 人の人間としてどのような人々であるのかを知る人々を

増やすことが必要である。 

 

5.3 「注文をまちがえる料理店」が提供する体験と｢シェア・イシュー｣ 

「注文をまちがえる料理店」では。認知症の状態にある人々がホールスタッフ業務を進

めやすいよう、オーダー表、テーブルに番号札を表示するなどの工夫をしている。それで

も「まちがった料理を提供してしまった」、「ホットコーヒーにストローをつけてしまった」

などのまちがいの体験は、プレオープンでは来店者の 61％に及んだ。しかしプレオープン

来店者の 87％は「ぜひまた来たい」と回答した。「注文をまちがえる料理店」は認知症の
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状態にある人々が社会で活躍できる場としての役割を果たす。顧客からの注文を聞き、注

文をどおりの料理やデザートなど顧客のもとに運ぶ。その間は運営スタッフが見守ってく

れるとは言え、自身の判断のもとに行動できる。まちがえることが許されることによって、

「もし、まちがったら」という不安はなく行動できる。不安の少なさが顧客と会話するこ

とや、会話を通じての笑顔を引き出し自身が社会に貢献できることに気づく。このような

体験が彼（彼女）らの自信を取り戻すことにつながるのである。例えば、ピアノを趣味と

する人が認知症の状態となり夫婦で演奏することができなくなった。しかし「注文をまち

がえる料理店」に参加しレストランで顧客の前でピアノを最後まで演奏することができた。

顧客はこの姿に感動し「注文をまちがえる料理店」の象徴的な体験として社会に広がった。

そして本人は弾けるはずだったピアノが弾けなくなってしまい自信を失っていたがこの体

験によって自信を少し取り戻すことになった。 

このように単に認知症の状態にある人々がレストランで働くのではなく、一流の料理、

サービスを提供するレストランにおいて認知症の状態にある人々が自分の意志で行動し活

き活きとした姿を取り戻す。その過程に運営スタッフ、来店者が関与し他のレストランに

は無い雰囲気を創り上げる。 

一方、来店者にも、運営を支えるスタッフにも、このレストランでの体験から学ぶこと

があることに気づく。例えば、自分がオーダーした料理とは違った料理が目の前に運ばれ

たとする。通常のレストランならクレームを伝えるとこである。しかし「注文をまちがえ

る料理店」では、同じテーブルの客同士で運ばれてきた料理やスプーンとストローを交換

することによってまちがいを解決する。あるいは間違って運ばれてきた料理を「まあいい

か」とそのまま食べてみる。注文した料理とは違うけど、食べてみたらおいしい。どの料

理も高いクオリティのためである。間違わないことがあたりまえの社会に生きていること

を人々が、間違うことを容認する「寛容の気持」が生まれる体験ができる。このように、

それぞれの認知症の状態にある人々の行動を起点に、顧客やスタッフとの「即興的イノベ

ーション」を生み出しながら協働が実現する。 

この協働体験は、顧客が料理を注文し料理を食べる体験と一体となっている。そのため

顧客は認知症の状態にある人々に関する情報をより多く獲得することができる。この協働

体験が認知症の状態にある人々を正しく理解し、認知症という問題を社会が正しく共有す

ることを促進する。このように社会に閉ざされた問題を、社会に広く共有（シェア）する

ことによって、正しく問題を理解し、問題が解決あるいは問題が緩和する場合も存在する。

このような社会に問題を共有する活動を小国氏は「シェア・イシュー（Share Issue）」と

呼ぶ。社会から閉ざされた施設や限られた人々によって解決を試みている問題は、社会全

体から見れば情報の粘着性（Von Hippel 1994)が高いと言える。情報の粘着性が高い問題

の粘着性を低下させる仕組みが協働の場である。協働の場は社会に閉ざされた問題を協働

という行動を通じて多様かつ多数の人々に｢シェア・イシュー｣として情報を移転する。協

働の場が広がり多様かつ多数の人々に情報の移転が促進されることが正しく問題を理解す

る人々が増えていく。そこことは正しい問題の解決を促進することにつながる。 

 

5.4 社会で広く問題を共有すること（シェア・イシュー）の効果とコレクティブ・インパ
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クト 

デザインのダブルダイヤモンドの観点からコレクティブ・インパクトを捉えるとその対

象は、問題解決の段階にある。複雑性の高い社会課題や社会に横断して存在する特性を持

つ社会課題の解決に有効なコレクティブ・インパクトでは、従来の解決関与者だけでなく、

関与していない人々へ広げることが必要である。既存組織や個人で解決に努力する社会課

題解決の方法に加えて、社会全体で社会課題の認知、共感を広げることを通じて社会全体

で解決する可能性が示されている。そこには、問題解決における多様な個人や集団の組合

せの異質性、多様性を確保することが重要となる。社会に閉ざされて存在している社会課

題に対しては、高い情報の粘着性のために社会が正しく問題を理解できていない。さらに

その理解は非常に困難である。社会にある程度広く（一定数の人々）かつ、多様な人々が

その問題を正しく理解していなければ、コレクティブ・インパクトにも結びつく可能性は

低くなる。シェア・イシューはコレクティブ・インパクトのプレステージ（前段階）に存

在することによって、コレクティブ・インパクトが生まれやすい状況を創造し社会課題の

解決促進に貢献する。 

 

図表 2 ｢コレクティブ・インパクト｣促進にむけての ｢シェアリング・イシュー｣の役割 

 

 

出所：筆者作成 

 

６．結論 

本研究では問題が不明確であり解決の見通しを見出すことが難しい社会課題（Kania and 

Kramaer 2011）の解決について考察を行った。そしてそのような社会課題をコレクティブ・

インパクト（Kania and Kramaer 2011）による解決を促進するため、「注文をまちがえる料

理店」の事例について調査、考察を行った。そして社会に正しくそして広く問題を理解し

共有することすなわち、シェア・イシューの重要性を指摘した。そしてコレクティブ・イ

ンパクトの前段階においてシェア・イシューの場を存在させることによって、多様かつ異

質な集団、個人による連携の組合せの可能性を高めることによって、自律的集団連携

（Collective Impact Initiatives）（Kania and Kramaer 2011）を促進する可能性を示し
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た。 

さらにシェア・イシューの場の実現においては、次の 2点が考慮する必要がある。 

第 1 に、日常生活に存在する機能を場として選定することの重要性である。「注文をまち

がえる料理店」では、認知症の状態にある人々が社会から閉ざされた場で解決されている

状況から、社会の日常の 1つであるレストランという開かれた場で協働ができる仕組みを

創造した。このことが、広く、多様な人々との協働の機会を創造し、シェア・イシューに

つながる。 

第 2 に、シェア・イシューの場では協働を促進する環境づくりが重要である。協働は、

社会課題の主体者とそれ以外の社会の多様な人々が即興的イノベーションを通じて行われ

る。「注文をまちがえる料理店」では、認知症の状態にある人々と来店客、運営スタッフな

どが日常に存在するレストランを実現するため認知症の状態にある人々の行動を起点とし

て発生する問題に対し、来店者、運営スタッフが即興的イノベーションによって問題が解

決され日常のレストランが運営される。そのような即興的イノベーションが粘着性の高い

情報（Von Hippel 1994)の移転を促進し社会課題の正しい理解につながるのである。 
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